
）

※本件は、予算決算及び会計令86条第1項の規定に基づく調査を実施し、

令和8年7月7日に落札者を決定した。

※ 入札金額は入札者が見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額である。

※ 予定価格（入札書比較価格）の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者
を落札者とする。

※ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10％に相当する額を加算した
金額（１円未満の端数は切り捨て。）をもって落札金額とする。

応用地質株式会社 7,850,000

株式会社増田地質工業 12,980,000

大和探査技術株式会社 7,320,000 落札

株式会社ウエスコ 7,421,000

入札参加者

第１回入札 第２回入札

摘　要
入札金額 入札金額

7,556,809 -

低入札価格調査実施済　第1回目落札

調 査 基 準 価 格 ￥ 8,312,489 - 調 査 基 準 価 格 の 100/110 ￥

積 算 額 ￥ 10,639,256 - 入札書比較価格（予定価格の100/110） ￥ 9,672,051 -

落 札 者 大和探査技術株式会社 　

予 定 価 格 ￥ 10,639,256 -

落 札 金 額 ￥ 8,052,000 -

入 札 執 行 官 署 大阪航空局

開 札 年 月 日 令和8年6月18日 （落札決定日 令和8年7月7日

競争入札経過調書（最低価格落札方式）

件 名 国有財産地下埋設物調査業務（福岡県福岡市）

阪航調設契第2142号



：国有財産地下埋設物調査業務（福岡県福岡市）

：大阪航空局

：大和探査技術株式会社

低入札価格調査の実施概要（測量及び建設コンサルタント等）

件 名

発 注 機 関 名

調査対象業者

項　　　　　目 内　　　　　容

(1) その価格により入札した理由

① 作業効率の向上
　配置予定の管理技術者は空港における同
種業務の経験を有しており、また地中レー
ダーの解析作業においても本工種に精通し
た自社社員を配置することで、作業日数の
軽減・業務の効率化が可能としている。

② 機械経費の低減
　地中レーダー探査機（GSSI社製・Leica
社製）をはじめとする調査機材をすべて自
社保有していることから、リース費用等が
不要であり、機械経費の低減が図られてい
る。

③ 一般管理費等の圧縮
　企業努力により役員報酬の縮減、交際
費・広告宣伝費等の削減を行い、法定福利
費等の必要経費を確保した上で一般管理費
の圧縮を図っている。
なお、再委託については試掘に伴う重機運
転のみ（予定金額825,000円・税込、再委
託比率10.2%）とし主要業務は自社で実施
する体制としている。

以上のことから、成果品の品質確保・工期
の遵守が十分可能であるとの判断により、
当該価格をもって入札したとしている。



(2) 配置予定の技術者その他当該契約の履
行体制

　管理技術者１名、担当技術者２名、担当
者６名（うち課長１名、主任１名、社員４
名）の計９名の配置が予定されており、管
理技術者が施工計画立案・現場管理・安全
管理等を統括し、担当技術者及び担当者が
それぞれ現場作業・資料解析・成果取りま
とめを分担する体制となっている。
担当技術者２名については、地質調査技士
等の資格を有していないが、ヒアリングに
より民間発注の同種業務における実務経験
を多数有していることを確認した。また、
資格を有する管理技術者及び担当者が密接
に連携し、サポートする体制としているこ
とを確認した。

(3) 手持ちの建設コンサルタント業務等の
状況

　配置予定者は管理技術者１名、担当技術
者２名、担当者６名としており、それぞれ
の手持業務を確認したところ、現時点で管
理技術者は１件あり、担当技術者は１件と
手持ちなし、担当者は１名が２件、２名が
１件、２名が手持ちなしという状況で、手
持業務については何れも継続中であるもの
の、調査対象者へのヒアリングによると管
理技術者は業務に精通しているのと、手持
業務の量に照らして、契約対象業務の実施
には支障がないことが確認できた。



(4) 手持機械の状況

　当該調査業務に必要な機械等の状況を確
認したところ、主要機材である地中レー
ダー探査機（GSSI社製Utility Scan DF・
Leica社製Stream DP）をはじめ、VRS-
GNSS、磁気探知器、マグネチックロケー
タ、金属探知機の計６機種を自社保有して
いることが確認された。また、試掘調査に
必要なトラック・バックホウ・タンパにつ
いては、長年の取引実績を有するリース業
者（㈱アクティオ・太陽建機レンタル㈱）
から調達予定としており、機材の確保に特
段の支障はないものと思料される。なお、
自社保有機材については当該業務への専属
的使用予定日数が３〜４日と計上されてい
るが、手持業務との機材使用日程の重複が
ないことをヒアリングにより確認した。

(5) 国及び地方公共団体等から過去におい
て受注・履行した建設コンサルタント業務
等の名称及び発注者

　管理技術者、担当技術者、担当者の記載
された業務実績（発注者(国：２件、地方
自治体：５件）の業務が実在することをテ
クリスにより確認した。また、調査対象者
へのヒアリング及びテクリスの実績記録に
よると、それらの業務は調査基準価格を下
回る価格で受注したものではなく、適正に
履行されていることが確認できた。

(6) 経営内容

　調査対象業者の経営状況は、直近３カ年
分（令和4年7月1日～令和7年6月30日）の
決算報告書等から、健全な経営が行われて
いると判断する。

(7) (1)から(6)までの事情聴取した結果に
ついての調査検討

　各配置予定技術者の手持業務の状況や、
過去において受注した当該調査対象業務と
類似の業務の実績状況から、技術面におい
て問題があるとは認められなかったことか
ら、契約の内容に適合した履行がされない
おそれがあるとは認められなかった。

(8) (5)の建設コンサルタント業務等の成
績状況

　過去に受注した調査業務は、いずれも問
題なく履行されていることを確認した。

(9) 経営状況 問題なし。



(11) その他の必要な事項 無

(10) 信用状況

法令違反の有無 無

賃金不払いの状況 無

下請代金の支払遅延状況等 無

建設コンサルタント登録等
における消除等の履歴

無




